
 
 
 

社会福祉法人 福岡福祉会 

指定短期入所生活介護及び介護予防短期入所生活介護事業所運営規程 

 
第１条（事業の目的） 

  社会福祉法人福岡福祉会が経営する油山福祉の里短期入所生活介護及び介護予防短期入所生活介護事業所（以下「事業

所」という。）が行う指定短期入所生活介護及び介護予防短期入所生活介護の事業（以下「事業」という。）の適正な運営

を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、生活相談員、看護職員又は介護職員等の従業者（以下「従業者」

という。）が利用者の心身機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るため、要介護又は要支援

者に対し、適切な短期入所生活介護を提供することを目的とする。 

第２条（運営の方針） 

   事業所の従業者は、利用者が要介護状態になった場合においても、可能な限りその居宅において、その有する能力に

応じ自立した日常生活を営むことができるように、入浴、排泄、食事等の介護その他必要な日常生活上の世話及び機能

訓練を行う。 

 ２ 事業の運営に当たっては、地域との結びつきを重視し、関係市町村保険者、居宅介護支援事業者、他の居宅サービス

事業者、その他の保健・医療・福祉サービスを提供するものとの密接な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めま

す。 

 

第３条（事業者の名称） 

   事業を行う事業所の名称及び所在地は次のとおりとする。 

  ①名称   油山福祉の里ショートステイ（特別養護老人ホーム油山福祉の里内） 

  ②所在地  福岡市城南区大字東油山字黒の原４９９番地１６ 

 

第４条（従業者の職種、員数） 

   事業所に勤務する従業者の職種、員数は次のとおりとする。 

  ①管理者     １名以上（介護老人福祉施設の管理者兼務） 

  ②事務員     １名以上（介護老人福祉施設及び通所介護の事務員兼任） 

  ③医師      １名以上（嘱託医、非常勤） 

  ④介護支援専門員 １名以上（介護老人福祉施設の介護支援専門員兼務） 

  ⑤生活相談員   １名以上（介護老人福祉施設の生活相談員兼務） 

  ⑥看護職員    ４名以上（介護老人福祉施設の看護職員兼務） 

  ⑦介護職員   ２１名以上（介護老人福祉施設の介護職員兼務） 

  ⑧機能訓練指導員 １名以上（介護老人福祉施設の機能訓練指導員兼務） 

   前項に定めるもののほか、必要に応じ予算の範囲内でその他の職員を置くことができる。 

 

第５条（職務の内容） 

   前条に掲げる職種の職務内容は、次のとおりとし、職員の具体的な業務分担については別に定める。 

  ①施設長     理事会の決定する方針に従い、施設の運営管理を統括すること。 

  ②事務員     施設の庶務及び経理の事務処理に関すること。 

  ③医師      入所者の診療と健康管理及び保健衛生の指導に関すること。 

  ④介護支援専門員 入所者及びその家族の希望、入所者について把握された解決すべ 

           き課題に基づき、入所者に対するサービスの提供にあたる他の従 

           業者と協議の上、サービスの目標及びその達成時期、サービスの 

           内容、サービスを提供する上で留意すべき事項等の施設サービス 

           計画の作成と必要に応じての施設サービスの変更を行う。 



  ⑤生活相談員   入所者の生活相談、指導に関すること。 

  ⑥看護職員    医師の指示による入所者の看護、保健衛生に関すること。 

  ⑦介護職員    入所者の日常生活の介護に関すること。 

  ⑧機能訓練指導員 入所者の機能訓練指導に関すること。 

  ⑨管理栄養士   献立の作成、栄養の計算、食品の管理及び調理指導に関すること。 

 

第６条（利用定員） 

   事業所の利用定員は、２０名とする。 

 

第７条（介護の内容及び利用料について） 

 短期入所生活介護及び介護予防短期入所生活介護の内容は次のとおりとし、サービスを提供した場合の利用料の額

は、厚生労働省が定める基準によるものとし、当該短期入所生活介護及び介護予防短期入所生活介護が法定代理受領サ

ービスであるときは、その１割の額とする。 

  ２ 施設は、前項に定めるもののほか、別表２に掲げるその他の費用の支払いを受けることができる。 

  ３ 施設は、前項に掲げる費用の額に係るサ－ビスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対

し、当該サ－ビスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得るものとする。 

    

第８条（サービス提供にあたっての留意事項） 

   利用者は、短期入所生活介護及び介護予防短期入所生活介護の提供を受ける際に、次の事項について留意して頂くも

のとする。 

  １．努めて健康に留意すること 

  ２．事業所が定めた場所以外での喫煙又は飲酒をしてはならない 

  ３．指定された場所以外で火気を用いてはならない 

  ４．その他利用者の状況に応じて、事業所及び管理者が定めた事項の遵守 

第９条（介護） 

介護は、入所者の自立の支援及び日常生活の充実に資するよう、入所者の心身の状況に応じて、適切な技術を

もって行うものとする。 

  ２ 施設は、１週間に２回以上、適切な方法により、入所者を入浴させるものとする。 

  但し、医師の指示により入浴させることができない場合は、身体の清拭を行うものとする。 

  ３ 施設は、入所者に対し、その心身の状況に応じて、適切な方法により、排泄の自立について必要な援助を行

うものとする。 

  ４ 施設は、おむつを使用せざるを得ない入所者については、適切に取り替えるものとする。 

  ５ 施設は、入所者に対し、全各項に規定するもののほか、離床、着替え、整容等の介護を適切に行うものとす

る。 

  ６ 施設は、入所者に対し、その負担により、施設の職員以外の者による介護を受けさせてはならない。 

 

第１０条（身体拘束について） 

当施設において、身体拘束を行う場合は、身体拘束廃止委員会において十分な検討を行い、必要と判断された

場合のみ、入所者（利用者）及びその家族に対して、身体拘束の内容、目的、理由、拘束の時間、時間帯、期間

等をできる限り詳細に説明し、十分な理解を得たのちに実施するものとします。 

  ２ 身体拘束を行うか否かは、下記の３つの要件を全て満たした場合のみ、身体拘束廃止委員会で検討いたしま

す。 

    ①入所者（利用者）本人又は他の入所者（利用者）等の生命又は身体が危険にさらされる可能性が高い場合 

    ②身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法が無い場合 

    ③身体拘束その他の行動制限が一時的な場合 

 

第１１条（虐待について） 

当施設では高齢者虐待は人権侵害であり、犯罪行為という認識のもと、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する

支援等に関する法律（以下、高齢者虐待防止法）の理念に基づき、高齢者の尊厳の保持・人格の尊重を重視し、権利利



益の擁護に資することを目的に、高齢者虐待の防止とともに高齢者虐待の早期発見・早期対応に努め、高齢者虐待に該

当する次の行為のいずれも行いません(別表参照)。 

 

ⅰ 身体的虐待：高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。 

ⅱ 介護・世話の放棄・放任：高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置その 他の高齢者を養護すべき職務上

の義務を著しく怠ること。  

ⅲ 心理的虐待：高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著し い心理的外傷を与える言動を行

うこと。  

ⅳ 性的虐待 ：高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさ せること。 

ⅴ 経済的虐待：高齢者の財産を不当に処分することその他当該高齢者から不当に財産上の 利益を得ること。 

 

   

 

 

第１２条（緊急時の対応について） 

   事業所及び従業者は、短期入所生活介護及び介護予防短期入所生活介護サービスの実施中に、利用者の病状に急変そ

の他緊急事態が発生したときは、速やかに主治医や協力医療機関に連絡等の措置を講ずるものとします。 

 ２ 利用者に対する短期入所生活介護及び介護予防短期入所生活介護サービスの提供により事故が発生した場合、速やか

に利用者の家族、保健所、市町村等関係機関に連絡を行うとともに、必要な措置を講ずるものとします。 

 ３ 事業所は、損害賠償保険に加入し、利用者に対する短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護サービスの提供に

より賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行うものとします。 

 

第１３条（非常災害対策） 

   事業所は、非常災害に関する具体的（消防、風災害、地震等）計画を作成し、防火管 

理者又は火気・消防等についての責任者を定めておくとともに、非常災害に備えるため、年２回、定期的に消火、防災、

避難訓練を行うものとします。 

 

第１４条（利益供与等の禁止） 

   事業所は、居宅介護支援事業所又はその従業者・その他家族と利用者本人に対し、要介護被保険者に他のサービスの

紹介等をすることの代償として、金品その他の財産上の利益を供与しないものとする。 

 

第１５条（その他運営に関する留意事項） 

   事業所は、従業者の資質向上を図るための研修の機会を次のとおり設けるものとします。 

   ◆採用時研修      採用後２ヶ月以内 

   ◆継続研修       年１回 

 ２ 従業者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。 

 ３ 従業者であった者に業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持するため従業者でなくなった後においても、こ

れらの秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内 

容とする。 

 ４ この事項に定める事項の他、運営に関する重要事項は、社会福祉法人福岡福祉会と事業所の管理者との協議に基づい

て定めるものとする。 

 

第１６条（通常の事業の実施区域） 

 通常の事業の実施区域は、以下の地域とする。但し、特別の需要がある場合はこの限りではない。 

 ①福岡市城南区全域 

 ②   南区全域 

 ③   中央区全域 

 ④   早良区全域 

⑤   西区全域 



⑥筑紫郡那珂川町全域 

⑦大野城市全域 

 

  附 則 

    

この規程は、平成２７年 ４月 １日から施行する。（改正） 

 

この規程は、平成２７年 ８月 １日から施行する。（改正） 

 

この規程は、平成２８年 ４月 １日から施行する。（改正） 

 

この規程は、令和元年 10 月 １日から施行する。（改正） 

 

この規定は、令和４年 ５月 １日から施行する。（改正） 

 

この規定は、令和６年 ６月 １日から施行する。（改正） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表 1（第７条第 1 項関係） 

多床室                               （日額） 

介護度 基本料金 １割負担額 食費 滞在費 送迎 利用者負担額 

要介護１ ６，３６２ ６３６ １日 

１，６４５ 

朝食４１１ 

昼食６１７ 

夕食６１７ 

 

 

915 

 

 

３８８ 

３，５８４ 

要介護２ ７，０９０ ７０９ ３，６５７ 

要介護３ ７，８６０ ７８６ ３，７３４ 

要介護４ ８，５９８ ８５９ ３，８０７ 

要介護５ ９，３２６ ９３２ ３，８８０ 

※食費は食事された分を請求させて頂きます。 

（注）利用料は、1 割負担の場合。(所得等に応じて、2 割、3 割負担の場合あり。) 

 

従来型個室                                （日額） 

 基本料金 １割負担額 食費 滞在費 送迎 利用者負担額 

要介護１ ６，３６２ ６３６ １日 

１，６４５ 

朝食４１１ 

昼食６１７ 

夕食６１７ 

１，４５０ ３８８ 

４，１１９ 

要介護２ ７，０９０ ７０９ ４，１９２ 

要介護３ ７，８６０ ７８６ ４，２６９ 

要介護４ ８，５９８ ８５９ ４，３４２ 

要介護５ ９，３２６ ９３２ ４，４１５ 

※食費は食事された分を請求させて頂きます。 

（注）利用料は、1 割負担の場合。(所得等に応じて、2 割、3 割負担の場合あり。) 

 

 

介護予防短期入所生活介護  

従来型個室 

 単位 基本料金 １割負担額 

要支援１ ４５１ ４，７５８ ４７５ 

要支援２ ５６１ ５，９１８ ５９１ 

（注）利用料は、1 割負担の場合。(所得等に応じて、2 割、3 割負担の場合あり。) 

 

①食事サービス  ②入浴サービス  ③排泄サービス  ④相談・援助等の生活指導、レクレエーション  ⑤日常動

作訓練  ⑥健康チェック  ⑦送迎 

 ２ 事業所は、前項の支払を受けるもののほか、次の各号に掲げる費用の額の支払いを利用者から受けるものとする。 

  ①食事の提供に要する費用（１日；１，６４５円 内訳朝食；411 円、昼食；617 円、夕食；６17 円） 

 第１段階 第２段階 第３段階① 第３段階② 第４段階 

多床室   ３００   ６００ １，０００ １，３００ １，８００ 

従来型個室   ３００   ６００ １，０００ １，３００ １，８００ 

   ※食費は食事された分を請求させて頂きます。 

 

  ②滞在に要する費用 

 第１段階 第２段階 第３段階① 第３段階① 第４段階 

多床室 ０ ４３０ ４３０ ４３０ ９１５ 

従来型個室 ３８０ ４５０ ８８０ ８８０ １，４５０ 

※ 利用者が利用料の減免の認定を受けているときは、その認定に基づく支払を受けるものとする。 

 

   ※機能訓練体制加算：１２単位、夜勤職員配置加算：１３単位、療養食加算：２３単位、若年性認知症利用者受入加

算：１２０単位、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ： 

１８単位、看護体制加算(Ⅰ)：４単位、看護体制加算(Ⅱ)：８単位を徴収する場合があります 

※介護職員処遇改善加算（Ⅰ）     所定単位数×１４．０％  



※ 介護以外の日常生活に係る諸費用に関する支払については、立替金サービスをご利 

用頂けます 

※ 月２回の理美容サービス（調髪・顔剃）をご利用できます。料金は、ご利用者のご負担となります。 

 

別表２（第 7 条第２項関係） 

その他費用 

理・美容代（顔剃りなし） １，５００円 

電化製品持ち込み １台 ５０円／日 

テレビ貸出し（電気代込み） １００円／日 

 

 


